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今日のテーマ

１ 札幌市営住宅における入居者の高齢化について

２ 安否確認発生件数の増加について

３ 退去後の「家財処分」と「室内の原状復旧」について

４ 「緊急連絡先届」について

５ 「見まもりサービス」の導入について

６ 「札幌市居住支援協議会」との関わり
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１ 札幌市営住宅における入居者の高齢化について

・札幌市の人口 ⇒ １９５万２３５６人
・６５歳以上の高齢者 ⇒ ４８万３５３４人
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・札幌市における高齢化率は２４．９％
４人に１人が高齢者となっている

平成２７年 国勢調査（平成２７.１２．１時点）



・札幌市営住宅における高齢化率は４８．１６％
２人に１人が高齢者となっている
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高齢化の進んでいる団地は６７．３７％
⇒ ７割近くが高齢者

高齢化が進んでいない団地は２４．８１％
⇒ ４人に１人が高齢者

〔高齢化が進んでいる理由〕
・高齢単身者の応募が多い（民間賃貸住宅の入居が難しい）
・長期継続入居されている方が多い

令和２年 札幌市調査資料（札幌市都市局）

・札幌市営住宅の入居者数 ⇒ ４万４４８４人
・６５歳以上の高齢者 ⇒ ２万１４２２人



２ 安否確認発生件数の増加について

・当公社による安否確認の対応件数（Ｈ２５～Ｒ１） ⇒ ５０人→１０４人

入居者の高齢化に伴い７年間で対応件数が倍以上となっている

〔死亡等による退去手続〕
・通常の場合 ⇒ 親族が退去手続を行う
・親族等がいない場合 ⇒ 札幌市が職務権限で退去手続を行い、

当公社が「家財処分」や「室内の原状復旧」を行う
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安否確認実施
状況
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公社職員・警察立会いの元、消防隊がベランダから室内へ入室する



家財処分
ゴミが放置されている状況例安否確認後の残存家財の状況例
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高齢や認知症などでゴミを整理することができない場合や、親族等

が家財処分を拒否した場合はこのような状態が多い



室内の原状復旧

家財搬出後の室内原状復旧費用が発生する

長期入居の場合は、このように破損している場合が多い
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３ 退去後の「家財処分」と「室内の原状復旧」について

・退去手続を行う際に、親族等が「家財処分」や「室内の原状復旧」の費用負担を拒否

・今後も高齢単身者の退去が増加⇒更なる費用の増加が予想される
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・札幌市負担で「家財処分」や「室内の原状復旧」を行わなければならない状況が増加

・家財処分⇒費用の増加（平均額：平成２７年度約３０万円→平成２９年度約４５万円）
・原状復旧⇒費用及び件数の増加（平均額：平成２７年度約５６万円→平成２９年度約７０万円）

（当公社資料）



ペットを複数飼育して、孤独死した室内を生活ゴミのみ処分した状況（消臭前）
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・７０歳台女性が単身で猫を複数飼育（臭いの苦情多数あり、指導対応を実施）

・安否確認で死亡が確認される

・室内は猫の放し飼いで糞と尿でかなり 汚損した状態で、猫の遺骸も複数あった

・家財処分前に室内に生活ゴミと遺骸、糞が４０センチくらいたまっていため、処分後の状況

・後日、家財処分と消臭を実施

⇒ 部屋の部材全てを解体し、消臭した結果 約３４０万円の費用が掛かった

（室内復旧は別途）



家財処分作業写真（一例）
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①残存家財状況 ②残存家財状況 ③産業廃棄物（タイヤ） ④洗濯機（家電リサイクル品）

⑤産業廃棄物業者による家
財整理の様子

⑥共用玄関前に搬出された
家財

⑦一般廃棄物処分業者による家財の処分



家財処分後、解体（壁・床等を撤去）と消臭を行った写真（一例）
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・単身で猫を複数飼育し、室内で糞尿が垂れ流されていた状態

・認知症と体調不良でＣＷの勧めもあって施設入所することになり転居

・室内の家財処分後、床・壁・天井の部材に尿と臭いが染み込んだ状態

・床スラブにも染み込んでため、部材を解体処分し、消臭作業を実施

⇒ 家財処分・解体・消臭の費用は １０６万円

床汚損状態壁・床撤去状態壁・床撤去状態

壁・床撤去状態



４ 「緊急連絡先届」について

・平成１５年頃より、当公社における安否確認の対応件数が増加
⇒連帯保証人や親族等と連絡がつかないケースが多く発生
⇒公社が市と相談のうえ警察立会いのもと安否確認を実施していたが、親
族等が後日判明する場合も多くあった

・当公社独自で「緊急連絡先届」を配布・回収し、安否確認に活用すること
とした

・更新は５年ごと
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・平成２５年度より、「緊急連絡先届」の配布・回収業務が札幌市の委託業
務として開始

・札幌市内を２地域に分けて、各々の入居者より２年ごとに最新の連絡先を
回収（令和元年度の回収率は７０．５％）

・「緊急連絡先」がリアルタイムに更新されることで、親族等への調査や安
否確認の作業効率が大幅に向上した



５ 「見まもりサービス」の導入ついて

当公社の抱える問題
・安否確認対応件数の増加
・家財処分費用・室内の原状復旧費用の負担増

入居者等の不安
・高齢で単身であることへの不安
・亡くなった時の引払いに対する不安

ホームネット㈱より「見まもっＴＥＬ」の提案を受け、運用面も含めた具体的な検討を進める

平成２８～２９年度 他都市の調査
・「生活支援サービス」や「家賃債務保証」、「葬儀の実施」、「残存家財の片づけ」等が付加された類似サービス
と比較検討を行う

・当公社が希望する「月額利用料が安い」「残家財の処分等のサービス」が付加される「見まもっＴＥＬ」が最適と
の結論に至る

平成３０年４月 「見まもっＴＥＬ」運用開始
〔導入のポイント〕
・死亡時に葬儀・家財処分・原状復旧を補完するサービスである
・利用料が安価である
・市営住宅入居者及び地域住民へのサービス向上につながる
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平成２７年度 「見まもりサービス」の導入について検討を開始



入居者等の不安

当公社の抱える
問題
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● 安否確認対応件数の増加が、職員の業務増となっている

● 「家財処分」・「室内原状復旧」にかかる負担が増加している

● 高齢化が進むにつれて、これらの問題が将来的に増大することが予想される

当公社の抱える問題



ホームネット
見守りサービス

見まもっTEL
プラス

見まもっＴＥＬプラス（市営住宅入居者・民間賃貸住宅向け）
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・週２回の自動音声による安否確認サービスが利用可能

・自宅で亡くなった際の原状回復・事故対応（遺品整理等）費用、葬儀費用を補償

・原状回復・事故対応費用、葬儀費用の請求可能な上限額は合計で１００万円まで

（葬儀費用は上限５０万円まで）

〔サービス利用料（税別）〕

・スタンダードコース 初回登録料１０，０００円

月額利用料 １，５００円

・ワイドコース 初回登録料１５，０００円

月額利用料 １，８００円

※ワイドコースはスタンダードの条件に加え、利用者が賃貸借契約の継続中に自宅外で

死亡した場合も１００万円の費用補償が受けられる

※なお、ワイドコースは令和２年９月末で新規申し込みが終了
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現在の配布チラシ「見まもっTEL プラス」



ホームネット見
守りサービス

見まもっTEL
DASH

見まもっＴＥＬＤＡＳＨ（民間賃貸住宅向け）

・週２回の自動音声による安否確認サービスと現場確認サービスが利用可能

・自宅でなくなった際の原状回復・事故対応（遺品整理等）費用、葬儀費用を補償

・原状回復・事故対応費用、葬儀費用の請求可能な上限額は合計で１００万円まで

（葬儀費用は上限５０万円まで）

・加入者への「駆けつけサービス」が付加されている

（出動１回につき５０００円（税別）の出動費が発生）

〔サービス利用料（税別）〕

初回登録料１５，０００円

月額利用料 １，９８０円
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配布チラシ「見まもっＴＥＬＤＡＳＨ」
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「見まもっＴＥＬ」広報活動と加入状況

（１）広報活動
・市営住宅入居者向け広報誌「市営住宅ニュース」によるＰＲ
（平成３０年７月、平成３１年３月、令和元年５月、令和２年
１月、５月、９月に掲載）
⇒ 入居者と親族からの問合せが多数増える
⇒ 後日入居者が来社

・当公社ＨＰによるＰＲ
⇒ ホームページを見た方からの問合せが増える
⇒ 後日入居者が来社

・市営住宅集会所でチラシ配置
⇒ 自治会・入居者からの問合せが増える
⇒ 自治会会合での説明会を開催（自治会からの要望）
⇒ 後日入居者が来社

・市まちづくりセンターでのチラシ配置

・包括支援センターでの啓発（包括支援センターからの要望）

契約者件数の増



21

「見まもっＴＥＬ」広報活動と加入状況

（２）当公社が苦慮した点

・親族等連絡先が全くない方の加入申込

・費用補償サービスへの誤解
加入者の存命中に補償を受けられると
いう誤解

・生活保護を受けている方の加入申込
費用補償サービスが生活保護の受給要件に違反
しないか

・強制ではなく任意加入であることの説明

（３）加入件数（令和２年１１月末）

スタンダードタイプ ７件
ワイドタイプ ９３件
合 計 １００件

⇒ 当公社が連絡先を担うことで対応した

⇒ 死亡後に葬儀等を行った方がホームネット
へ費用を請求できるサービスであることを説明し、理解を得た

⇒ 加入者本人の収入ではないため、受給要件には違反しない旨を
説明し、理解を得た
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６ 「札幌市居住支援協議会」との関わり
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・高齢者向け住宅・施設（参考値）
①老人福祉施設（養護老人ホーム、軽費老人ホーム等）⇒ 約 １９００人
②介護保険施設
（介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）等） ⇒ 約１万５９００人
③高齢者向け住宅（サービス付高齢者向け住宅等） ⇒ 約１万１６００戸
④有料老人ホーム ⇒ 約１万３４００人

・札幌市の高齢者数 ⇒ ４８万３５３４人

約４４万人 ⇒ 全体の９割以上の高齢者は自宅等で生活

札幌市の高齢者保健福祉令和元年版（札幌市保健福祉局）

（１）札幌市における高齢者対応住宅の現状

高齢者対応住宅施設で生活して
いる人数は
合計 約４万３０００人
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〔民間賃貸住宅に関するアンケート調査の結果〕
・入居拒否経験のある事業者は６割超 ⇒ 貸し渋り
・入居に対する心配事項
高齢者 ⇒ 居室内での死亡事故
子育て世帯・外国人 ⇒ ゴミ出しルール、騒音等生活マナー
ひとり親世帯・低所得者⇒ 家賃の支払い

（２）札幌市における住宅の問題

札幌市住宅マスタープラン２０１８（札幌市都市局）

多くの住宅確保要配慮者（※）が入居の際に制限を受けやすい状況 ※高齢者、低額所得者、障がい者、被災者等の住宅確保に配慮を要するもの

〔空き家の増加〕

・札幌市における空き家数⇒約１４万２０００戸（平成２５年）

・空き家率は１４．１％
全住宅数の１割以上は、空き家となっている

・多様な居住ニーズに答えられない状況
・住宅の貸し渋りが発生している一方、空き家は増加
⇒ 貸主と住宅確保要配慮者の双方が不利益な状態

円滑な入居の促進等を図るための対策が必要
⇒ 居住支援の取組み
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（３）「居住支援協議会」について

・札幌市では入居者・貸主双方が安心して賃貸できる体制の構築として、
①「居住支援協議会」の立上げ
②「居住支援相談窓口」の設置
について札幌市で検討がなされ、当公社は令和元年８月より検討に参加

・令和２年１月３０日「居住支援協議会」の立上げ

・「居住支援協議会」の運営は、札幌市と当公社が共同で行う

・令和２年４月２１日より当公社内に居住支援相談窓口「みな住まいる札幌」を設置

居住支援協議会の会員が連携し、住宅情報のほか生活支援サービスや福祉窓口等の
情報を有機的に提供していくことで、高齢者等住宅確保要配慮者に対する居住支援の
充実を図る
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（３）「居住支援協議会」について（居住支援相談窓口「みな住まいる札幌」周知チラシ）
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みなさん最後までご清聴ありがとうございました。

冬の札幌 時計台


